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「地理的な見方・考え方」を育成させるＥＳＤ教材の内容開発

Ⅰ．本稿の目的と背景

2011 年 3 月 11 日，東日本大震災による福島第一原発

事故が起きて以来，全国の原子力発電所が次々に停止に

なった。それに伴って電力不足が生じ，エネルギー政策

に関して，「日本経済のために即刻原発を再稼働するべ

き」，「経済よりも安心・安全な暮らしが最優先なので脱

原発するべき」など対立する価値観が顕在化した。国民

には，多様な価値観が存在するが，いずれにせよ持続可

能な社会に向けて国民一人一人がエネルギーの供給と利

用のあり方を含む「持続可能な社会」像を考え直さなけ

ればならない状態・時期となっている。

さて，中学校地理的分野において資源・エネルギー問

題に該当するのは，「資源・エネルギーと産業」（（2）イ

( ウ )）１）であり，これまで，様々な実践が報告されている。

しかし，それらは，東日本大震災以前の実践なので原発

事故及び電力不足の状況を想定しておらず，教師や生徒

にとっては，どこか人ごとの授業で終わっていなかった

だろうか。それらの実践は，生徒のエネルギー政策に関

する知識の深化や持続可能な社会の構築への意識や価値

観にどれほど寄与することができていたであろうか。

「持続可能な社会」に向けて，2002 年，日本政府は国

連総会で「持続可能な開発のための教育の 10 年」を提

案し，採択されている２）。『我が国における「国連持続

可能な開発のための教育の 10 年」実施計画（ESD 実施

計画）』の１．序で，「2011 年 3 月 11 日に発生した東日

本大震災及びそれに起因する原子力発電所事故，電力不

足の状況等は，我が国における ESD の実施のあり方に

も大きな影響を及ぼすものです。（中略）我が国は被災

地を中心として復旧にとどまらない，新しい地域づく

り，社会づくりを日本全体で構想していくこととなりま

すが，「持続可能な社会」はその際の柱となる考え方の

一つとなると思われます。３）」と述べられており，ポス

ト 3･11 の日本社会において，「持続可能な社会」の実現

に向けて資源・エネルギー問題を生徒自身，電力需要者

側の切実な問題として捉え直し，授業を構成しなければ

ならないだろう。

さらに，2008 年，中央教育審議会は，新学習指導要

領改善の方針において「持続可能な社会の実現を目指す

など，公共的な事項に自ら参画していく資質や能力を育

成する」よう指示した。これを受けて，中学校社会科で

は，公民的分野の最終まとめ単元として「持続可能な社

会を形成するという観点から，私たちがよりよい社会を

築いていくために解決すべき課題を探求させ，自分の考

えをまとめさせる」活動が設定され，社会科全体の総ま

とめとして「持続可能な社会」のあり様について探求す

る活動がおかれることになった。よって，社会科カリキュ

ラムは，この「持続可能な社会」の実現に向けた学習と

して組織される必要がある。

しかし，平成 20 年版学習指導要領において「持続発

展教育」（以後 ESD）として考えられているのは東日本

大震災前の改訂もあってか，「公民的分野 (4) 私たちと

国際社会の諸課題　イ　よりよい社会を目指して」と

「地理的分野（2）日本の様々な地域　ウ．日本の諸地域」

の２カ所だけである。資源・エネルギー問題に大きく関

係する「資源・エネルギーと産業」の単元は，ESD の

内容として考えられていない。3．11 以降の社会状況を
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考えると「資源・エネルギーの産業」は，ESD 教材と

して開発する必要があるのではないか。

また，資源・エネルギー問題は，多くの知識を確認し

て概念を習得し，価値的知識を生かして合理的な意思決

定ができる４）ようになるための手立てとして有効であ

り，それは主に公民的分野で扱われてきた。しかし，地

理的分野における諸課題学習は，公民との内容重複を避

けるために，資源の分布やエネルギーの種類などを教え

て終わりということになっている。このことは資源・エ

ネルギー問題の原因追及や解決策についての議論は，公

民的分野のみで実施され，地理的分野では，生徒は事実

を知識として獲得するにとどまっていることを意味して

いる。地理的分野でも資源・エネルギー問題の原因追究

や解決策についての議論が，中学校学習指導要領解説社

会編に述べられている「地理的な見方や考え方」５）を把

握し育成するために必要なのではないか。

このような問題意識から，本研究では，これまでの資

源・エネルギー問題の授業の課題を明らかにし，それら

を克服することができる「地理的な見方や考え方」の育

成を可能にする ESD 教材の内容を開発したい。

Ⅱ．ＥＳＤとは何か

１　「持続発展教育（ＥＳＤ）」とは何か
「持続可能な開発」とは「将来の世代ニーズを満たす

能力を損なうことなく，現在の世代ニーズを満たすよう

な社会づくり」のことを意味する。すなわち，環境の保

全，経済の開発，社会の発展を調和的に進めていくこと

を意味する。「持続可能な開発」のためには，一人一人

が世界の人々や将来世代，また環境との関係性の中で生

きていることを認識し，行動を変革することが必要とさ

れており，そのための教育が，「持続可能な開発のため

の教育」である６）。「持続可能な開発のための教育」は

Education for Sustainable Development の日本語訳だ

が，日常的に使用するには長すぎる上，「開発」では意

味が限定されてしまう。したがって，これを「持続可能

な発展のための教育」と改め，さらに教育現場において

よりわかりやすく使いやすい表現にするため，日本ユネ

スコ国内委員会では，「持続発展教育」と略称して，そ

の概念の普及促進を提言している。
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図１　ＥＳＤのモデル図（著者作成）

２　ＥＳＤの目標
ＥＳＤの目標は，『我が国における「国連持続可能な

開発のための教育の 10 年」実施計画（ESD 実施計画）』

によると，すべての人が質の高い教育の恩恵を享受し，

また，持続可能な開発のために求められる原則，価値観

及び行動が，あらゆる教育や学びの場に取り込まれ，環

境，経済，社会の面において持続可能な将来が実現でき

るような行動の変革をもたらすことであり，その結果と

して持続可能な社会への変革を実現することである７）。

３　ＥＳＤの範囲
ＥＳＤは，環境，福祉，平和，開発，ジェンダー，子

どもの人権教育，国際理解教育，貧困撲滅，識字，エイズ，

紛争防止教育など多岐にわたる８）。よって ESD は何か

ら始めればよいのか。『我が国における「国連持続可能

な開発のための教育の 10 年」』によれば，「先進国にお

いては，環境保全，人権や平和などの社会的な課題，貧

困などの経済的課題について取り組んでいくことが必要

です。…これらの中でも優先的な課題として，資源の過

剰利用の抑制や環境保全等が挙げられ（下線部筆者）９）」

ると述べている。したがって，本研究の提案は，ＥＳＤ

が求める内容であるといえる。

４　ＥＳＤの学習指導要領上の位置付け

表１　新学習指導要領と同解説における「持続可能な社
会」の記載件数

学習指導要領 同解説

小学校 社会　　　　　６

　 その他　　　１３

　 合計　　　　　０ 合計　　　　１９

中学校 社会　　　　　２ 社会　　　　１４

　 理科　　　　　２ その他　　　３３

　 合計　　　　　４ 合計　　　　４７

高等学校 地理歴史　　　４ 地理歴史　　２８

　 公民　　　　　２ 公民　　　　４３

　 その他　　　１２ その他　　　７４

　 合計　　　　１８ 合計　　　１４５

中尾敏朗「持続可能な社会とこれからの歴史学習」日本社会

　科教育学会編『社会科教育研究 No.113』より作成

注１：小・中・高等学校それぞれの新学習指導要領およびそ

　の解説における「持続可能」の語の使用箇所数（単純出現

　回数）

注２：「その他」は，社会科（社会，公民，地理歴史）以外

　の教科・科目

平成 20 年度版学習指導要領が改訂され，その中で，

持続可能な社会の考え方はどのように反映されているの

か。

表 1 は，新学習指導要領と同解説における「持続可能

な社会」の記載件数である。社会系教科のＥＳＤ関連の
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内容は，教科等の全体の中の三分の一から二分の一とき

わめて高い割合であることが分かる。これは，ＥＳＤの

推進にかかわって社会科の重要な役割を期待されている

ことの表れである。

鈴木（2011）10）は，その役割を以下のように述べている。

「新学習指導要領における社会科，地理歴史科・公民科

のカリキュラム構造を検討し，社会科は「持続可能な社

会」の実現を究極の目標として，再編成されなくてはな

らない。（筆者中略）2008 年，中教審は，新学習指導要

領改善の方針において「持続可能な社会の実現を目指す

など，公共的な事項に自ら参画していく資質や能力を育

成する」よう指示した。これを受けて，中学校社会科で

は，公民的分野の最終まとめ単元として「持続可能な社

会を形成するという観点から，私たちがよりよい社会を

築いていくために解決すべき課題を探求させ，自分の考

えをまとめさせる」活動が設定され，社会科全体の総ま

とめとして「持続可能な社会」のあり様について探求す

る活動がおかれることになった。よって，社会科カリキュ

ラムは，この「持続可能な社会」の実現に向けた学習と

して組織される必要がある。」

５　「持続可能な社会」に関する内容を中心とした
新学習指導要領のカリキュラム構造
日本は，資源・エネルギーに乏しいので，22 世紀に

向かって「持続可能な社会」の実現は，克服しなければ

いけない課題である。先にも述べたが，中央教育審議会

は，新学習指導要領改善の方針において「持続可能な社

会の実現を目指す」よう指示しており，カリキュラムは，

「持続可能な社会」の実現に向けた学習として組織され

る必要がある。

しかし，前述したように平成 20 年版学習指導要領に

おいて ESD として考えられているのは東日本大震災前

の改訂もあってか，「公民的分野 (4) 私たちと国際社会

の諸課題　イ　よりよい社会を目指して」と「地理的分

野（2）日本の様々な地域ウ．日本の諸地域」の２カ所

だけであり，資源・エネルギー問題に大きく関係する「資

源・エネルギーと産業」の単元は，ESD の内容として

考えられていない。このようなカリキュラムでは「持続

可能な社会」の実現を目指すことはできないと考える。

したがって筆者は，図 2 のように地理的分野において「資

源・エネルギーと産業」を「地理的分野（2）日本の様々

な地域　ウ．日本の諸地域」に並行して組み込むように

編成するべきであると考える。地理的分野で「日本での

持続可能な社会のための学習」を行う。そして，その学

習を踏まえて，公民的分野において「発展途上国の持続

可能な社会の構築のために関心をもち，協力するための

学習」を行うよう系統性をもつようにする。以下にその

理由を四つ述べる。

一つ目は「本稿の目的と背景」で述べたように，「持

続可能な社会」の実現を目指すにあたり，『我が国にお

ける「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」実施

計画』の１．序で，「2011 年 3 月 11 日に発生した東日

本大震災及びそれに起因する原子力発電所事故，電力不

足の状況等は，我が国におけるＥＳＤの実施のあり方に

も大きな影響を及ぼすものです。・・・東日本大震災及

びそれに起因する原子力発電所事故，電力不足の状況等

に直面することにより，多くの人がエネルギーの供給と

利用のあり方を含む「持続可能な社会」像を考え直さな

ければならない」と述べられていることである。震災後

の日本の状況を考えた場合，「持続可能な社会」の実現

に向けて資源・エネルギー問題を生徒自身，電力需要者

側の切実な問題として捉え直し，授業を構成しなければ

ならないことは待ったなしの状況といえる。

二つ目は，これまでの中学校社会科の構成では，ESD

の目標を達成できないからである。『我が国における「国

連持続可能な開発のための教育の 10 年」実施計画』は，

価値判断力や行動力を身に付けるための知識・理解，技

能，態度を学習するためのテーマを，先進国と途上国と

に分けて明示している。中山（2011）
11）は，ＥＳＤは，

途上国の持続的発展なくして，先進国の持続的発展もな

いという視点を重視すること，つまり，発展途上国側で

は，先進国の開発協力なくしては，持続的成長は実現で

きないこと，その関係性を学習することが重要である，

と述べている。さらに中山は，日本での持続可能な社会

の学習が，日本社会の持続的発展のための知識・理解，

技能，態度の習得と同時に，発展途上国の持続可能な社

会の構築に，どのように関心をもち協力できるか，その

ための知識・理解，技能，態度の学習も付加することが

大切になる，先進国と途上国の学校教育で，それぞれが

持続可能な社会の構築を目指す固有の教育を実践するこ

とではない，と付け加えている。よって，図 2 のように

地理的分野に「資源・エネルギー」の内容を追加しない

と，日本での持続可能な社会の認識が浅いものになって

しまうのである。そして，地理的分野に「資源・エネル

ギー」の内容を追加して日本での持続可能な社会の認識

が深くなることで，３年の公民的分野で，発展途上国の

持続可能な社会の構築に，どのように関心をもち協力で

きるかの学習が生きてくると考えられるのである。

四つ目は，後述するが，「地理的な見方や考え方」の

「地理的な見方」が育成できず，「地理的な考え方 A，B」

につながらないと考えるからである。
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Ⅲ．地理的な見方や考え方
中学校社会科地理的分野においては，教師の講義形式

による知識注入型が従来から問題とされてきた。講義形

式の学習では，羅列的な地理的知識は習得されるが，生

徒が主体的に地理的事象を追究していく問題解決能力は

育成できない。現代社会では，ある社会事象について社

会的な判断を迫られる際に，その判断の基盤となる知識

や，さまざまな情報を批判的に分析し，解釈する能力が

必要となってくる。その能力が社会的な見方や考え方で

ある。

中学校学習指導要領社会科には，二つの「社会的な見

方や考え方」が併存している。地理的分野における「地

理的な見方や考え方」と公民的分野における「政治や

経済についての見方や考え方」である。本稿では，地理

的分野における「地理的な見方や考え方」について明ら

かにしたい。

１　学習指導要領における「地理的な見方や考え
方」
昭和 33 年版では，「１目標（５）」の解説部および「内

容（１）郷土」の本文・解説部において，地理的な見方

や考え方の用語が初出し，郷土の学習および地理学習全

般においてその意義や方法が初めて示された。また，人々

の生活，地方的特殊性と一般的共通性，地域相互の関係，

自然と人間などに関する記述が，社会科目標（２）か

ら結びつく地理的分野目標（１）～（４）に見られ，現

在の地理的な見方や考え方に関する具体的な目標につな

がっている。「地理的な見方や考え方」ということばが

学習指導要領に定着したのは昭和 33 年版（中学校社会

編）である 12）。

平成 20 年版と平成 10 年版における「地理的な見方や

考え方」は，地理的分野目標の中核を担い，その内容構

成や構造性が説明されている。地理的分野の目標（１）

は，社会科目標につながる基本的な目標であり，目標

高
等
学
校

 

中
学
校

小
学
校

公　民　科

（現代社会） （政治・経済）

(3) 共に生きる社会を目
指して

(3) 現代社会の諸課題

地理歴史科

（世界史Ａ） （世界史Ｂ）

(3) 地球社会と日本
オ . 持続可能な社会へ
の展望

(5) 地球世界の到来
オ . 資料を活用して探
究する地球世界の課題

公民的分野
(4) 私だちと国際社会の諸課題
イ　よりよい社会を目指して
持続可能な社会を形成するという観点から，私たちがよりよい社会を築いていく
ために解決すべき課題を探究させ，自分の考えをまとめさせる。

日本での持続可能な社会のための学習

３・４年生：地域学習

地理的分野
（2）日本の様々な地域　ウ．日本の諸地域
（エ）環境問題や環境保全を中核とした考察
地域の環境問題や環境保全の取組を中核とし
て，それを産業や地域開発の動向，人々の生
活などと関連付け，持続可能な社会の構築の
ためには地域における環境保全の取組が大切
であることなどについて考える。

地理的分野
（2）日本の様々な地域　イ．世界と比べた日
本の地域的特色

（ウ）資源・エネルギー産業
日本は資源に恵まれていない国で輸入に依存
している状況をもとに，持続可能な社会の構
築のために，需要者側と供給者側で必要な取
組について考える。

発
展
途
上
国
の
持
続

可
能
な
社
会
の
構
築

の
た
め
に
関
心
を
も

ち
，
協
力
す
る
た
め

の
学
習

筆者が考える追加部分

図２　「持続可能な社会」に関する内容を中心とした新学習指導要領のカリキュラム構造（中学校社会科
部分のみ）

※鈴木隆弘「持続可能な社会」のための教育に向けて」日本社会科教育学会『社会科教育研究』No.113，2011 年，p65 を参考に筆

者作成

注１：学習指導要領を参照。高等学校は必修科目のみ示す。
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「地理的な見方・考え方」を育成させるＥＳＤ教材の内容開発

（２）（３）は，目標（１）の具体的なねらい，目標（４）

は地理的分野の学習を通して身に付けさせる能力と態度

になっている。この中で，「地理的な見方や考え方」は，

目標（１）の一部に明示され，目標（２）（３）におい

てそれを構成する基本的な概念と関連付けて示されてい

る。この目標（２）（３）の内容は，さらに５項目の地

理的な見方や考え方の内容構成に整理され，「地理的見

方の基本」「地理的考え方の基本」「地理的考え方を構成

する３本柱」などの意味付けからその構造性が説明され

ている。

昭和 33 年版と平成 10 年版の間の学習指導要領の内容

は省略するが，学習指導要領の「地理的な見方や考え方」

の内容構成の変遷は，図 3 のようにまとめることができ

る。平成 10，20 年版で，目標（１）の内容の５項目の

「地理的な見方や考え方」に対して，地理的事象の捉え

方や探究の仕方が一層明示された。特に平成 20 年版で

は，⑤「～地域の課題や将来像について考えること」も

指示され，どうすべきかという問いにより，社会科の公

民的資質の育成につながる価値判断や意思決定が求めら

れることに注目したい（図 3）。

昭 和 33
年版

目標 (1): 地域的特色 ( と他地域との
比較 ･ 関連 )
目標 (2): 地方特殊性と一般共通性

（地理的諸条件）

目標 (3): 地域間相互の関係 目標 (4): 自然と人間生活との関係

昭 和 44
年版

ア : 地 域 の
特 色 を 他 地
域との比較 ､
関 連 に お い
て 考 え る こ
と。

イ : 地理的事象の
性 格 や 意 味 を 地
方的特殊性と一般
的共通性の観点に
立ってとらえるこ
と。

ウ : 地理的事
象 を 生 み 出
し た 諸 条 件
に つ い て 考
えること。

エ : 日本や世界における大
小さまざまな地域的まとま
りを考えるとともに , それ
らの地域間の相互依存関係
や競合関係について考える
こと。

オ： 自 然 お
よ び 社 会 的
条 件 と 人 間
と の 関 係 に
つ い て 考 察
すること。

カ： 地 域 の
変 貌 に 着 目
し， そ の 動
向 や 意 味 に
つ い て 考 え
ること。

昭 和 52
年 版　
　 　 　
　

ア : 地 域 の
特 色 を 他 地
域 と の 比 較
､ 関 連 に お
い て と ら え
ること。

イ : 地域の人々の生
活に関する諸事象の
性格や意味を，地方
的特殊性と一般的共
通性の観点に立って
とらえること。

ウ : 地域やそこに
住む人々の生活に
関する諸事象の特
色を生み出した地
理的な諸条件につ
いて考えること。

エ : 日本や世界における
大 小 さ ま ざ ま な 地 域 的
まとまりを考えるととも
に，それらの地域間の相
互依存関係や競合関係に
ついて考えること。

オ : 自然及び
社 会 的 条 件
と 人 間 と の
関 係 に つ い
て 考 え る こ
と。

カ：地域の変
容 に 気 付 か
せ，その動向
や意味につい
て 考 え る こ
と。

平 成 元
年版

①：地域の
諸事象を位
置や空間的
な広がりと
のかかわり
でとらえる
こと。

② : 人 々 の
生活の地域
的特色を他
地域との比
較，関連に
おいてとら
えること。

③ : 人々の生活の
地域的特色に関す
る諸事象の性格や
意味を地方的特殊
性と一般的共通性
の観点に立ってと
らえること。

④ : 人々の生活
の地域的特色に
関する諸事を成
り立たせている
地理的諸条件に
ついて考えるこ
と。

⑤ : 日本や世界にお
ける大小様々な地域
的まとまりを考える
とともに，それらの
地域間の相互依存関
係や競合関係につい
て考えること。

⑥ : 自 然 及
び社会的条
件と人間と
の関係につ
いて考える
こと。

⑦ : 地 域 の
変容に着目
し , そ の 動
向や意味に
ついて考え
ること。

平 成 10
年版

平 成 20
年版

① : どこに , どのような
も の が , ど の よ う に 広
がっているのか，諸事象
を位置や空間的広がりと
のかかわりでとらえ , 地
理的事象として見いだす
こと ｡ また，そうした地
理的事象にはどのような
空間的な規則性や傾向性
がみられるのか，地理的
事象を距離や空間的な配
置に留意してとらえるこ
と。

② : そうした地理的事象が
なぜそこでそのようにみら
れるのか , また , なぜその
ように分布したり移り変
わったりするのか , 地理的
事象やその空間的な配置，
秩序などを成立させている
背景や要因を，地域という
枠組みの中で , 地域の環境
条件や他地域との結び付き
などと人間の営みとのかか
わりに着目して追究し , と
らえること。

③ : そ う し た 地
理 的 事 象 は , そ
こでしかみられ
な い の か , 他 の
地域にもみられ
るのか，諸地域
を比較し関連付
け て , 地 域 的 特
色を一般的共通
性と地方的特殊
性の視点から追
究しとらえるこ
と。

④ : そうした地理的事
象 が み ら れ る と こ ろ
は，どのようなより大
きな地域に属し含まれ
るのか , 逆にどのよう
なより小さい地域から
構成されているのか，
大小様々な地域が部分
と全体とを構成する関
係で重層的になってい
ることを踏まえて地域
的特色をとらえ，考え
ること。

⑤：そのよう
な地理的事象
はその地域で
いつ頃からみ
ら れ た の か，
これから先も
み ら れ る の
か , 地 域 の 変
容 を と ら え，
地域の課題や
将来像につい
て 考 え る こ
と。

：新しく派生・付加した内容　  　□：以後の直接的なつながりが希薄になった内容

 ：以後の直接的なつながり　　 ：以後に集約されたつながり

図３　戦後学習指導要領「地理的な見方や考え方」の内容構成の変遷
※吉田剛『中学校学習指導要領社会における地理的見方・考え方の潮流』日本社会科教育学会発表資料を参考に筆者作成
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２　新しい「地理的な見方や考え方」の定義
これまでに戸井田克己（1999）や大杉昭英（2002）が

主張した「地理的な見方や考え方」には，共通して平成

20 年版学習指導要領地理的分野の目標（１）の内容の

⑤「～地域の課題や将来像について考えること」につい

て，どうすべきかというプロセスが欠けており，社会科

の公民的資質の育成につながる価値判断や意思決定がな

されないことに課題がある。

平成 20 年版学習指導要領によると，地理的な見方と

は，日本や世界にみられる諸事象を位置や空間的な広が

りとのかかわりで地理的事象として見いだすことであ

り，地理的な考え方とは，それらの事象を地域という枠

組みの中で考察することということができる。地理的分

野の目標の (2)，(3) を踏まえて地理的な見方や考え方を

整理すると，表 2 のようになる。

以上の地理的な見方や考え方は，地理的分野の学習の

全般を通じて培うものである。

ここで「地理的な見方や考え方」の基礎となる知識に

ついて整理しておきたい。岩田（1991）は，知識を分類

し（図 4），知識の関係を構図化し，問いの種類と習得

される知識との関係を分類化している（図 5）。　地理

的な見方の基本の下線部の問い（表 2）から，図 5 と関

連させると地理的見方は記述的知識と分析的知識にな

る。そして，地理的な考え方の基本の下線部の問い（表

2）から，先と同様に図 5 と関連させると地理的考え方は，

説明的知識（概念的知識）になる。したがって，記述的

知識・分析的知識が「地理的な見方」で①（目標（２）

（３）の内容の５項目）に該当，概念的知識・説明的知

識が「地理的な考え方」となり②，③，④（目標（２）

（３）の内容の５項目）に該当する。また，目標（２）（３）

の内容の５項目である⑤では「～地域の課題や将来像に

ついて考えること」が指示され，どうすべきかという問

いから，規範的知識に支えられていることになる。した

がって，これも「地理的な考え方」となる。このように

「地理的な考え方」が，二つあるが，前者と後者は，全

く内容の異なるものなので，前者を「地理的な考え方 A」，

後者を「地理的な考え方 B（価値判断）」として区別し

たい。現場の地理の授業では，とかく「地理的な見方」

で止まっていることが多く記述的・分析的知識を確認し

て終えている，もしくは，「地理的な考え方 A」で，終

えていることが多いのではないか。後者の「地理的な考

え方 B（価値判断）」は，公民的資質の育成につながる

価値判断や意思決定につながるだけではない。ESD の

目標である「持続可能な開発のために求められる原則，

価値観」を認識させるととともに，「持続可能な将来が

実現できるような行動の変革をもたらす」という社会参

画への動機付けにつながるので，大変重要な考え方であ

り，必要なのである。したがって，学習指導要領にみる

「地理的な見方や考え方」の構成図は図 6 のようになる。

なお，岩田（1991）は，社会的な見方や考え方を次の

ように定義している。記述的知識と分析的知識は，社会

的見方の材料となる知識であり，説明的知識と概念的知

識は，社会的見方である。規範的知識が，社会的考え方

である。社会的考え方は，社会的な価値判断を求められ

た際の合理的意思決定能力と言い替えることもできる。

図 6 の「地理的な見方や考え方」の構成図は，岩田の

記述的知識

事実関係的知識 分析的知識

説明的知識
知識

概念的知識

価値関係的知識 規範的知識

図４　知識の分類
※岩田一彦編著 1991．『小学校社会科の授業設計』東京書

籍より筆者作成
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「地理的な見方・考え方」を育成させるＥＳＤ教材の内容開発

社会的な見方や考え方の構成図と学習指導要領で規定す

る「地理的な見方・考え方」13）を参考にして作成した。

図 6 の社会参画力については，次のように考える。教

育基本法及び学校教育法には「公共の精神に基づき，主

体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を

養うこと」と規定されている。これを受けて，中央教育

審議会は，平成 20 年版学習指導要領の改善の答申にお

いて，「持続可能な社会の実現を目指すなど，公共的な

事柄に自ら参画していく資質や能力を育成することを重

視する方向で改善を図る」という改善の基本方針を示し

ている。そして，平成 20 年版学習指導要領では，「社会

参画，様々な伝統や文化，宗教に関する学習などを重視

する」とし，「社会参画」を強調している。「社会参画」

とは，様々な活動に実際に参加することだけではなく，

様々な社会問題に生徒が将来立ち向かっていく方法を熟

考することも含むと考えられる。吉田（2013）は，「社

会参画力」を「様々な社会的役割の担い手は，何をなす

べきか・できるか・なすべきではないかを実施方策も含

めて考え得る知識・技能・態度である」14）と定義しており，

本論文でも「社会参画力」をそのように定義する。

Ⅳ．先行実践中学校社会科地理的分野の課題

ここでは，中学校社会科地理的分野における授業実践

分析を通して，その特徴と問題を整理する。授業事例と

しては，山口泰宏の実践「資源・エネルギーと産業」15），

小林広和，鈴木真の実践「日本の資源・エネルギーと産

業」16） ，田中曜次の実践「比べて考える，これからの

日本のエネルギー－ヨーロッパのエネルギー事情を通し

て日本の資源・エネルギー問題を考える－」17）の三つ

を取り上げる。

１　山口泰宏の実践「資源・エネルギーと産業」
の課題
この実践は，工業化の進展が国内のエネルギー需要の

拡大と輸入エネルギーの依存をもたらし，エネルギーの

安定供給を確保するためのさまざまな努力や新エネル

ギーの利用などにあらわれる省エネルギー・省資源化へ

の取り組みについて理解させ，日本がそうした方面にお

いて高度な技術を持っていることをふまえて課題解決へ

の道を追究している。しかし，本実践は以下の２点で問

題がある。第１に，「地理的な見方」でとどまっている

ことである。本実践は，調査活動で様々な取り組みにつ

いて調べているが，それを発表して共有するだけである。

その調査結果の内容から記述的知識は習得するが，説明

的・概念的知識を習得する追究過程がないため，「地理

的な考え方」に成長していない。第２に，現状を解決す

る合理的判断をしていないことである。本実践では，持

続可能な社会の構築に向けて自分たちが何をしていった

らよいか考えさせており，ESD の目標である社会参画

への態度を形成しようとしている。しかし，学習活動で

現状を解決する合理的判断をしておらず「地理的な考え

方 B」まで成長していないため，社会参画の態度は，常

識的な浅いものにならざるを得ない。

２　小林広和，鈴木真の実践「日本の資源・エネ
ルギーと産業」の課題
この実践は，国産のエネルギー資源が乏しい中，エネ

ルギー源の多様化などの方策で我が国の産業や国民生活

を支えている電力供給を通して，これからの我が国の資

源・エネルギー利用のあり方や課題について考察してい

る。そして，これらの学習を踏まえて，今後も安定して

利用するために求められる対策について考えさせてい

る。しかし，この実践は，以下の３点で問題がある。第

１に，「地理的な見方」にとどまることである。この実

践は，

各発電の現状や長所・短所を習得することになり記述

的知識を得て「地理的な見方」は育つ。しかし，各発電

についての背景を追究する活動が保障されていないの

で，説明的・概念的知識を習得する「地理的な考え方 A」

は育成されてない。第２に，エネルギー政策を考えさせ

ているが「地理的な考え方 A」は育成されてないので，

合理的判断はできない。この実践は，電源確保と環境保

全を目的とした 20 年後の我が国のエネルギー政策を考

えさせるが，各発電の具体的なデータや資料により追究

活動をしていないため，客観的ではなく主体的な判断に

よるものにならざるをえない。よって「社会的な考え方

B」の成長も見られない。第３に，社会参画の態度を形

成する学習活動がないことである。したがって，この実

践は，ESD の目標を達成することができない。
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３　田中曜次の実践「比べて考える，これからの
日本のエネルギー－ヨーロッパのエネルギー事
情を通して日本の資源・エネルギー問題を考え
る－」の課題
この実践は，ヨーロッパ諸国のエネルギー事情をまと

めて各国のエネルギーの現状を認識し，その背景や要因

を考える中から各国の独自の課題や問題点を歴史的背景

も含めて追究している。そして，この世界的視野を踏ま

えて，日本のエネルギーの現状が，なぜ問題なのかを追

及している。したがって，記述的知識である現状認識を

踏まえることで「社会的な見方」を身に付け，なぜ問題

なのかを追究することで「社会的な考え方 A」を身に

付けている。その上で，エネルギー政策の合理的判断を

行い「地理的な考え方 B」を育成していることで評価で

きる。しかし，以下の２点で問題がある。第１は，エネ

ルギーの具体的データの追究が欠けていることである。

この実践は，エネルギーの具体的データの追究が欠けて

いるため合理的判断が困難であり，客観性が薄れる。第

２に，社会参画の態度を形成する学習活動がないことで

ある。したがって，この実践は，ESD の目標を達成す

ることができない。

Ⅵ．地理的な見方・考え方を成長させるＥＳ
Ｄの授業構成

１　内容編成の論理
「地理的な見方・考え方」の育成を目指して新たに開

発する中学校社会科地理的分野の単元は，「資源・エネ

ルギー問題」である。その開発単元は，学習指導要領で

は「日本の資源・エネルギーと産業」に該当する。資源・

エネルギーについては，東日本大震災による福島原発事

故が起きて以来，原発停止に伴う電力不足及びエネル

ギー供給に関して，対立する価値観が顕在化した大きな

問題となっている。図７は，本稿で開発する単元全体

の内容編成である。『我が国における「国連持続可能な

開発のための教育の 10 年」実施計画』18）に述べられて

いる「関心の喚起→理解の深化→参加する態度や問題解

決能力の育成］を通じて「具体的な行動］を促すという

一連の学習の流れに基づいて，A【資源・エネルギー問

題への関心・喚起】→B【供給者側のエネルギー政策の

方法】→C【エネルギー政策への社会参画】と構成した。

Aでは，東日本大震災による原発事故が起きるまでの日

本の資源・エネルギー状況を確認した上で，原発の事故

後から将来に向けて今後のエネルギー政策（仮説）を考

える。Bでは，Aで考えたエネルギー政策（仮説）が妥

当なのかそれぞれ検証していく。その過程で，ＥＳＤの

概念を獲得していく。Cでは，それぞれのエネルギー政

策の一長一短を理解した上で，エネルギー政策の合理的

判断を行う。そして，社会参画として，このエネルギー

問題に対して自分は現在，将来にわたってどのように行

動していくのかを考える。このように単元全体を構成す

ることで，Aでは，Ⅲ２で説明した記述的知識，分析的

知識を把握するという地理的な見方が育成できる。Bで

は，Ⅲ２で説明した説明的知識，概念的知識を把握する

という「地理的な考え方Ａ」が育成できる。Cでは，同

じくⅢ２で説明した規範的知識を把握し，公民的資質の

育成につながる価値判断や意思決定につながる「地理的

な考え方Ｂ」が育成できる。以下に図 7 と図 8 ～図 12

との関係について説明したい。

（１）A【資源・エネルギー問題への関心・喚起】の内
容編成
図 8 は，図７単元全体図のAの部分にあたる。日本は，

エネルギー資源のほぼ全量を輸入に依存してきた。しか

し，1970 年代に石油危機が起き，産業界は大きな痛手

を負うことになる。そこで，石油だけに頼ることなく様々

なエネルギーを利用していこうとするエネルギーの多様

化が進められていく。そして，準国産エネルギーを確保

し，地球温暖化防止を進めていくために世界的に二酸化

炭素排出を規制する動きに対応して原子力発電が進めら

れていくことになる。原子力発電は，全発電量の３割を

供給し，さらにその割合を増やすエネルギー政策をとっ

ていたが，東日本大震災による福島原発事故により，放

射能汚染という甚大な被害をもたらすことになった。
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「地理的な見方・考え方」を育成させるＥＳＤ教材の内容開発

そのため日本の全原発が停止していき電力不足が危ぶ

まれる状況に陥る。このような電力不足の状況において，

今後の日本のエネルギー政策をどのようにしていかなけ

ればいけないのか，国民の意見を交えて再検討すること

になった（図８）。
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（２）B【供給者側のエネルギー政策の方法】の内容編
成　①原発再稼働説
図 9 は，図７単元全体図のB①の部分にあたる。原発

を再稼働すれば，コストは見直されて上昇したとはいえ

相対的に安価であり，電力供給が安定し，日本経済及び

国民生活は安定する。さらに，ウランは，一旦輸入すれ

ば長く利用でき，リサイクルも計画されており，資源小

国の準国産エネルギーとして貢献できる。しかし，原発

再稼働は，再び悲惨な原発事故のおそれが生じ原発立地

地域である過疎地域に放射能汚染の危険性をおしつける

ことになる。対立する価値観は，「都会の電力消費地」

対「過疎地域の電力供給地」である。これは地域間の不

公平という概念につながる。ただ，原発立地地域の行政・

経済は，主に原発によって支えられており，不安を抱え

ながらも再稼働してもらいたいという住民の願いがある

ことも考えなければいけない。また，原発は，何百万年

という管理が必要になる高レベル放射性廃棄物をさらに

増加させ，それを使用していない将来の世代に代々おし

つけることになる。対立する価値観は，「今の世代の利害」

対「将来の世代の利害」である。これは，世代間の不公

平という概念につながる（図 9）。

②火力発電増強説
図 10 は，図７単元全体図のB②の部分にあたる。現在，

我が国は，停止している原子力発電の代替として，火力

発電の割合を増やして対応している。現状の火力発電増

強政策を維持していけば，電力供給は安定する。しかし，

化石燃料の日本向けの価格が上昇しており，輸入量も増

加しているので，貿易赤字に陥っている。それを補うた

めに電気代上昇は免れない。また，化石燃料の全量を輸

入に依存しているので，災害や戦争などの緊急事態で供

給がいつ停止するかわからない不安があり，再び石油危
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機が起きる可能性も大きい。そして，二酸化炭素排出量

も増加し，地球温暖化の助長につながる。また，化石燃

料の可採年数は限られているので，いずれ枯渇してしま

う。ここでの対立する価値観は，「今の世代の利害」対「将

来の世代の利害」，「電力の安定」対「環境の悪化・資源

の枯渇」である。これらは，地球温暖化を防止し，次の

世代のために天然資源が枯渇しないようにする環境・天

然資源の保全の概念につながる（図 10）。
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③再生可能エネルギー増設説
図 11 は，図７単元全体図のB③の部分にあたる。再

生可能エネルギーを増設していくことは，エネルギー源

が純国産であり，無尽蔵で，環境に良く，地域環境に応

じて発電が可能であり，環境・天然資源の保全になる。

しかし，天候に左右されるので発電量が不安定であり，

発電量も小さく，発電コストが高い。したがって，市場

経済原理では普及が進まないので，政府主導による全量

固定買取制度により導入を促進している。導入が進め

ば，火力発電に頼る割合が減少するが，導入が進めば進

むほど買取費用は増加し，国民負担は大きくなり電気代

は年々上昇していくことになる。再生可能エネルギーの

増設は，環境，天然資源の保全は守られるが，産業界に

は多大な影響を与え，経済的損失が大きくなる。ここで

対立する価値観は，「環境・資源の維持」対「経済的損失」

である。これも，地球温暖化を防止し，次の世代のため

に天然資源が枯渇しないようにする環境・天然資源の保

全の概念につながる（図 11）。
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（３）C【エネルギー政策への社会参画】の内容編成
図 12 は，図７単元全体図のCの部分にあたる。Bで

発電方法を探究することによって，それぞれの発電方法

には長所と短所があり，エネルギーを消費しながら持続

可能な社会を実現することの難しさが見えてくる。

本問題を巡って対立する価値は，「都会の電力消費地」

対「過疎地域の電力供給地」，「今の世代の利害」対「将

来の世代の利害」，「電力の安定」対「環境の悪化・資源

の枯渇」，「環境・資源の維持」対「経済的損失」である。

その価値観を生み出す概念は，「地域間の公平」，「世代

間の公平」，「環境・天然資源の保全」である。

これらの対立する価値を克服するエネルギー政策の合

理的な判断をした上で，供給者側・需要者側の両立場

からエネルギー不足に対して何をなすべきか・できる

か・なすべきではないか，社会参画の方法を考える（図

12）。
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２　方法原理
「地理的な見方や考え方」を育成する ESD 教材を開

発するための方法原理としては，「資源・エネルギー問

題への関心・喚起→仮説であるエネルギー政策の吟味・

検証→合理的判断の探究→社会参画の探究」と進める。

資源・エネルギー問題への関心・喚起で，生徒が社会

問題に関心をもち，その解決策の仮説を立てさせて吟

味・検証していく。その吟味・検証をふまえて客観的

な根拠をもとにエネルギー政策を合理的に判断し，社

会参画への意識変革へとつなげていきたい。これは，

中山（2011）19）や桑原（2011）20）らが主張している

ように『我が国における「国連持続可能な開発のための

教育の 10 年」実施計画』に述べられている「関心の喚

起→理解の深化→参加する態度や問題解決能力の育成］

を通じて「具体的な行動］を促すという一連の流れの学

習や，岡﨑氏が提議している「仮説吟味学習 21）」，「『If

―then』の発問 22）」が必要であると思われるため，こ

れらを参考にしていく。

（１）　資源・エネルギー問題への関心・喚起（図 7 A，
図 8）
図７単元全体図のAの部分，及び図 8 は，生起してい

る問題の事実を確認し，生徒の関心を喚起する過程であ

る。東日本大震災前はどのような状況だったのか，東日

本大震災後，どのような問題が生起し，どのような影響

が起きていたのか，「世界的視野」23）から，このような

ことを確認する過程が探究過程のはじめに位置づく。こ

こでの基本的な問いは，「どのように」である。ここで，

「地理的な見方」を育成する。

生徒が生起している問題の客観的事実から価値を選択

し，エネルギー政策の合理的判断・意思決定できる「社

会的な考え方 B」を最終的に育成するために，個人の感

情の部分による判断ではなく，客観的かつ合理的に判断

する能力を身に付けさせたい。そのため，エネルギー政

策を選択するまでに政策を生徒に批判的に捉えさせ，吟

味していく学習過程を取り入れる必要がある。

そのために，本単元では仮説吟味学習を用いる。この

学習論には，三つの特色がある。第一に，社会システム

を正しいものとして受容させるのではなく，社会システ

ムの構造の解明や社会システムの背景・原因を探り問題

点を明らかにすることである。第二に，よりよい社会シ

ステムはどのようなものなのか主体的創造的に考えさ

せ，自他の考えをともに批判的に吟味させることである。

第三に，価値の押しつけではなく，児童自身が客観的事

実から価値を選択し，より正しいものを判断できるよう

に授業化することである。この学習論を実現するために

本単元では，原発停止による電力不足を解消するエネル

ギー政策を予想すること，さらに，それらを探究してい

くうえで獲得した科学的知識を活用して，より持続可能

な解決策を選択していく学習過程を単元に取り入れてい

く。

したがって，生起している問題の事実を確認し関心を

喚起することで「地理的な見方」を育成し，エネルギー

政策の仮説を立てていく。



－ 36 －

（２）　仮説であるエネルギー政策の吟味・検証（図 7　
B，図 9，10，11）
図７単元全体図のBの部分，及び図 9，10，11 は，（１）

で立てたエネルギー政策の仮説を根拠となる事実によっ

て仮説吟味をしていく過程である。問題が生起するには，

原因と背景がある。この過程で，既習の記述的知識を活

用することで地域の環境条件や地理的条件を人間の営み

とのかかわりに着目し追究することで「地理的な考え方

A」を育成する。また，持続可能な社会の構築に向けて

障害となる原因と背景の知識や地域間の公平，世代間の

公平，天然資源・環境の保全についての概念を獲得す

る。自分たちが設定した仮説が，持続可能な社会の構築

に向けて，解決する政策になり得ているのかを検討させ

ることでも「地理的な考え方 A」を育成する。また，「も

しあなたが放射性廃棄物の地層処分予定地の住民だった

ら，どうするか」といった具体的な立場で推論できなけ

れば，持続可能な社会の構築を阻害している社会状況や

対立する価値観が明らかにならない。そこで，本単元で

は，方法原理の追加で「If―then」の発問を用いていき

たい。この発問には四つの特徴がある。第一に，子ども

の持っている情報（経験・知識・考え）を引き出す。第

二に，仮説設定に於いて有効な働きをする。第三に，子

ども自身の価値判断を迫り意思決定を促すことである。

第四に，子どもの思考を発展・継続させることである。

特に，第三，第四の特徴に注目していきたい。そうする

ことで，これからの来るべき社会を予想し，自らは何を

なすべきかを一人一人が考えていくことができる力が成

長できる。つまり，これは持続可能な社会の構築には必

要不可欠な力である。よって，ここでの基本的な発問は

「なぜ」や「どうすればいいのか」で「地理的な考え方 A」

を育成し，「もしあなたが～だったら，どうするか」といっ

た問いもあり，「地理的な考え方 B」につなげていきたい。

（３）　合理的判断の探究（図 7 C，図 12）
図７単元全体図のCの部分，及び図 12 前半の過程で

は，持続可能な社会の構築に向けてエネルギー政策はど

うあるべきなのか，仮説で設定したエネルギー政策を吟

味したことを生かし，より多くの他者が納得できる根拠

や価値をもとに考えられているかどうか検討する。これ

により「地理的な考え方 B」を育成し，「地理的な見方

や考え方」を成長させたい。

（４）　社会参画の探究（図 7 C，図 12）
図７単元全体図のCの部分，及び図 12 後半の過程で

は，社会参画力を育成する。ESD の目標は，Ⅱで述べ

た通り，「持続可能な将来が実現できるような行動の変

革をもたらすことであり，その結果として持続可能な社

会への変革を実現すること」
24）である。また，中山（2011）

や桑原（2011）らが主張しているように『我が国におけ

る「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」実施計画』

は「具体的な行動」を促すことを必要としている。した

がって，「地理的な見方や考え方」を育成するだけでは

なく，持続可能な社会の構築のために具体的な行動を考

える必要がある。生徒が成人し各人が担うであろう社会

的役割を政府と電力会社，電力会社以外の企業，自己や

家族のための活動とし，各々の立場で何ができるか・す

べきか・すべきではないかを考えさせる。そうすること

で，将来，選挙権を持つ一市民として社会参画の方法も

色々と考えられ，将来への具体的な行動への変革につな

がると思われる。

Ⅶ．ＥＳＤの授業モデルと指導プラン

図 7 をはじめ図 8 ～図 12 に基づいて，知識目標や技能・

態度目標を設定した。

（１）単元名「日本の資源・エネルギー問題」
（２）指導目標
〈知識目標〉

日本の資源・エネルギーの特徴，これからのエネル

ギー政策を探究する過程を通して，日本は資源が乏しく

輸入に頼っている現状と問題点，様々なエネルギー政策

を行った際の経済的・環境的・社会的影響を，知識とし

て獲得する。

○　事実認識に関わる知識・概念
Ａ：資源に恵まれていない国は，輸入された化石燃料に

よる火力発電が中心であった。しかし，石油危機の経

験から，石油に頼らない方向を目指していき，また，

地球温暖化の影響から二酸化炭素排出の削減が求めら

れた。そして，ウランのリサイクル方法から準国産エ

ネルギーとして利用でき資源不足を補えることから，

原子力発電の構成割合が増加していくのである（図８）。

Ａ－１　日本は，エネルギー資源の多くを海外に依存す

る現状である。

Ａ－２　1970 年代，火力発電，水力発電の割合が減り，

準国産エネルギー化や地球温暖化防止のために原子力

発電の割合が高くなった。

Ａ－３　原発の燃料であるウランは，一度輸入すると長

期間利用でき，再処理してリサイクルすることが可能

なため準国産エネルギーとして扱われた。

Ａ－４　フランスは，日本と同じようにエネルギー自給

率が低いことから，ウランを準国産エネルギーとして

利用しようとした。

Ｂ：原子力発電は，火力発電よりもコストが安く，発電

時に排出する二酸化炭素も少ない。さらに，資源小国

で自給率の低い日本にとって，原子力は準国産エネル

ギーとして利用できる。しかし，原子力発電を行うこ

とは，様々な問題を抱えることになる（図 9）。

Ｂ－１　原子力発電は，「原子炉立地審査指針及びその

適用に関する判断のめやすについて」（原子力委員会）

により，「1 原子炉の周囲は，ある距離の範囲内は非
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居住区域であること」「2 原子炉からある距離の範囲

内であって，非居住区域の外側の地帯は，低人口地帯

であること」「3 原子炉敷地は，人口密集地帯からあ

る距離だけ離れていること」の指針に掲げられた三条

件により人口密度の低い臨海部に建設されている。

Ｂ－２　日本列島は地震や津波が多く，いずれの原発立

地も事故が起きる可能性は高い。

Ｂ－３　原発立地地域は過疎地域であり，原発による電

力消費地は大都市である。

Ｂ－４　放射性廃棄物の処理方法は地層処分に決まって

いるが，その処分地は決まっていない。

Ｃ：火力発電は，出力も大きく安定した発電で有効であ

るが，燃料である化石燃料は有限なので，いずれ枯渇

し利用できなくなる（図 10）。

Ｃ－１　火力発電の原料とる化石燃料は，日本はほぼ全

量を輸入に依存している。

Ｃ－２　原発停止による化石燃料の輸入量増加にともな

い貿易赤字に陥っている。

Ｃ－３　原発停止により日本の化石燃料輸入増加を見越

して，日本向けの化石燃料の価格が上昇している。

Ｄ：再生可能エネルギーは，無尽蔵で環境にも良いが，

発電量が小さく出力が不安定で発電コストも高いこと

から市場原理では普及が進まないので，政府の介入に

よる買取制度の導入が必要となる。また，買取制度は

国民が負担する制度であり電気代は高くなるのは避け

られないので，再生可能エネルギーの普及のために

は，国民の負担が高くならざるを得ないのである。（図

11）

Ｄ－１　再生可能エネルギーは，日本の広範囲にわたっ

て利用でき無尽蔵で国産エネルギーだが，発電量が小

さく，不安定で，発電コスト高いため普及していない。

Ｄ－２　再生可能エネルギーは，市場経済原理でなく全

量固定買取制度により普及していく。

Ｄ－３　ドイツは，全量固定買取制度で再生可能エネル

ギーの普及に成功したが，買取資金の財源は国民が負

担していくので，ドイツのように負担額が年々上昇し

ていくことになる。

Ｄ－４　スウェーデンは化石燃料と再生可能エネルギー

をバランスよく運営している。

○　価値認識に関わる知識・概念
Ｅ：持続可能な開発のために求められる原則（環境の保

全，経済の発展，社会の発展の調和），価値観（地域

間の公平，世代間の公平，環境・天然資源の保全等）が，

環境，経済，社会の面において持続可能な将来が実現

できるような行動の変革をもたらすので，その結果と

して持続可能な社会への変革を実現するのである（図

8，9，10）。

Ｅ－１　原子力発電所は，「原子炉立地審査指針及びそ

の適用に関する判断のめやすについて」（原子力委員

会）により，「1 原子炉の周囲は，ある距離の範囲内

は非居住区域であること」「2 原子炉からある距離の

範囲内であって，非居住区域の外側の地帯は，低人口

地帯であること」「3 原子炉敷地は，人口密集地帯か

らある距離だけ離れていること」の三条件を満たすこ

とになっているので，過疎地域ばかりに立地させ，負

担を強いているので，再稼働をやめるべきである。（地

域間の公平に反する）

Ｅ－１’　各地域の電力不足解消や原発立地地域の経済

回復のために，再稼働するべきである。

Ｅ－２　現在の世代が原子力発電の際に生じさせた高レ

ベル放射性廃棄物は後世にまで管理を強いることにな

るので，再稼働をやめるべきである。（世代間の公平

に反する）

Ｅ－２’　地層処分による高レベル放射性廃棄物は安全

であり，管理自治体には多額の交付金が支払われ充実

した行政が行えるようになるので，再稼働するべきで

ある。

Ｅ－３　原発事故後，原子力発電が停止してから火力発

電が代替しているが，燃料費増による貿易赤字が膨ら

み，二酸化炭素排出量も増加している。また，火力発

電の原料とる化石燃料は，いずれ枯渇し後世が利用で

きなくなるので，消費量を減らさなければならない。

（世代間の公平・環境・天然資源の保全に反する）

Ｅ－３’貿易赤字が膨らみ二酸化炭素排出量は増加して

いる，また，いずれ枯渇し後世が利用できなくなるか

もしれないが，原発再稼働よりも安全なので結果的に

は良いのではないか。

Ｅ－４　電気多消費生活よりも節電生活の方が，人間関

係のコミュニケーションが深まるので，豊かな社会に

ついての意識を転換する。（社会の発展）

〈技能・態度目標〉
○　日本の資源・エネルギー問題に関心を持ち，問題を

解決しようとすすんで調べようとする。

○　世界的視野や日本全体の視野から見た日本の地域的

特色を取り上げ，自然環境，人口，産業の視点を活用

して，日本の再生可能エネルギーの特徴を明らかにで

きる。

○　複数の価値（「世代間の公平」，「地域間の公平」，「環

境・天然資源の保全」）を吟味した上で，将来のエネ

ルギー政策について，外国の政策や日本の経済的・環

境的・社会的影響，複数の政策の長所・短所をふまえ

て，よりよいエネルギー政策を立案し，自分の考えを

説明することができる。

○　持続可能な社会を実現するために，社会参画として

それぞれの社会的役割の立場から，できる行動，すべ

き行動について自覚することができる。　

（３）　単元の展開（略案）
表 3 は，内容の原理，方法の原理，そして，知識目標

や技能・態度目標もとに立てた指導計画である。各学習

過程でのねらいや形成が期待される認識を示している。
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表３　単元の指導計画       　※全６時間（　）の数字は時間数

次 過程 ねらい 形成が期待される認識

１ 資 源・ エ ネ ル

ギ ー 問 題 へ の

関心・喚起（２）

【図８】

世界的視野から東日本大

震災により生起している

問 題 を 認 識 し， エ ネ ル

ギー政策の仮説を設定す

る。

・日本は，エネルギー資源の多くを海外に依存する現状である。〈A － 1〉

・1970 年代，火力発電，水力発電の割合が減り，準国産エネルギー化   や地球

温暖化防止のために原子力発電の割合が高くなった。〈A － 2〉

・原発の燃料であるウランは，一度輸入すると長期間利用でき，再処理してリ

サイクルすることが可能なため準国産エネルギーとして扱われた。〈A － 3〉

・フランスは，日本と同じようにエネルギー自給率が低いから，ウランを準国

産エネルギーとして利用しようとした。〈A － 4〉

「地理的な見方」の育成

２ 仮 説 で あ る エ

ネ ル ギ ー 政 策

の 吟 味・ 検 証

（２）

【図９】

持続可能な社会の構築に

向けて，解決する政策に

なり得ているのかを検討

する。　

・原子力発電は，指針に掲げられた三条件により人口密度の低い臨海部に建設

されている。〈B － 1〉

・原発立地は過疎地域であり，原発による電力消費地は大都市である。 〈B － 2〉

・放射性廃棄物の処理方法は地層処分に決まっているが，その処分地は決まっ

ていない。〈B － 3〉

・原子力発電所は，「原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやす

について」（原子力委員会）により，「1 原子炉の周囲は，ある距離の範囲内

は非居住区域であること」「2 原子炉からある距離の範　囲内であって，非居

住区域の外側の地帯は，低人口地帯であること」　「3 原子炉敷地は，人口密

集地帯からある距離だけ離れていること」　の三条件を満たすことになって

いるので，過疎地域ばかりに立地させ，負担を強いているので，再稼働をや

めるべきである。（地域間の　公平に反している）〈Ｅ－１〉

・各地域の電力不足解消や原発立地地域の経済回復のために，再稼働するべき

である。〈Ｅ－１’〉

・現在の世代が原子力発電の際に生じさせた高レベル放射性廃棄物を後世にま

で管理を強いるので，再稼働をやめるべきである。（世代間　の公平） 〈Ｅ－２〉

・地層処分による高レベル放射性廃棄物は安全であり，管理自治体には多額の

交付金が支払われ充実した行政が行えるようになるので，再稼働するべきで

ある。〈Ｅ－２’〉

【図 10】 ・火力発電の原料とる化石燃料は，日本はほぼ全量を輸入に依存している。〈C

－ 1〉

・原発停止による化石燃料の輸入量増加にともない貿易赤字に陥っている。〈C

－ 2〉

・原発停止により日本の化石燃料輸入増加を見越して，日本向けの化石燃料の

価格が上昇している。〈C － 3〉

・原発事故後，原子力発電が停止してから火力発電が代替しているが，燃料費

増による貿易赤字が膨らみ，二酸化炭素排出量も増加している。（環境・天

然資源の保全に反する）〈Ｅ－３〉

・火力発電の原料とる化石燃料は，いずれ枯渇し後世が利用できなくなるので，

消費量を減らさなければならない。（世代間の公平・環境・天然資源の保全

に反する）〈Ｅ－３〉

・貿易赤字が膨らみ二酸化炭素排出量は増加している，また，いずれ枯渇し後

世が利用できなくなるかもしれないが，原発再稼働よりも安全なので結果的

には良いのではないか。〈Ｅ－３’〉

【図 11】 ・再生可能エネルギーは，日本の広範囲にわたって利用でき無尽蔵で国産エネ

ルギーだが，発電量が小さく，不安定で，発電コスト高いため普及していない。

〈D － 1〉

・全量固定買取制度により再生可能エネルギーは普及していくが，買取資金の

財源は国民が負担していくので，ドイツのように負担額が年々上昇していく

ことになる。〈D － 2〉

「地理的な考え方Ａ」の育成

３ 合 理 的 判 断 の

探究（１）

【図 12】

仮説で設定したエネル

ギー政策を吟味したこと

を生かし，より多くの他

者が納得できる根拠や価

値をもとに考えられてい

るかどうか検討する。

・各々のエネルギー政策は，一長一短でどれかにしぼることは極めて困難であ

る。

・各々の発電と省エネルギー（節電）を組み合わせていく合理的判断。

  「地理的な考え方Ｂ」の育成

４ 社 会 参 画 の 探

究（１）

【図 12】

持続可能な社会の構築に

ために，政府・電力会社，

企業，一市民の立場で，

できること，すべきこと

を考える。

・より豊かな生活の意識の転換

・持続可能な社会の構築のための行動全てに，メリット・デメリットがある。

・政府・電力会社：原子力に頼らない電源構成にするため，石油や天然ガス等

のエネルギー資源を多国から安定的に確保する。

・企業：自会社の利潤追求だけではなく，省エネによる社会貢献をする。

・家庭：電気多消費生活よりも節電生活の方が，人間関係のコミュニケーショ

ンが深まるので，より豊かな社会への転換になる。( 社会の発展 )〈Ｅ－４〉

「社会参画力」の育成
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「地理的な見方・考え方」を育成させるＥＳＤ教材の内容開発

Ⅶ．おわりに

本論文では，「ＥＳＤ」は，「持続可能な開発」のため

に一人一人が世界の人々や将来世代，また環境との関係

性の中で生きていることを認識し行動を変革することだ

と明らかにした。この上で「地理的な見方・考え方」を

育成する授業実践を念頭に置いた内容を図で示した。し

かし，紙数の関係で詳しい展開例を示すことができな

かった。今後は，富山大学人間発達科学部附属中学校で

実験授業を実施し，生徒の概念・価値を変容させ，社会

参画の態度形成へつなぐことができたかどうかをはかる

プリテスト・ポストテストの評価問題を開発し，本開発

授業の成果を示していきたい。
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